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地域における自立した   

生活のための支援  

『就労支援』  

（参考資料）   



障害者の雇用数・実雇用率の推移  

□身体障害者旺国璽】知的障害者Ⅷ皿精神障害者一業・・・・・  

＜障害者の数（万人）＞  ＜実雇用率（％）＞  

※ 毎年6月1日現在の企業からの障害者雇用  
状況報告による（56人以上の規模の企業）  

（注）  

「障害者の数」は以下の者の合計。  

身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）   

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）   

重度身体障害者である短時間労働者   

重度知的障害者である短時間労働者   

精神障害者（短時間労働者は0．5カウント）  

（参考）  

5人以上の規模の企業において  

雇用される障害者数   

的49．¢万人   
〔平成15年度障害者雇用実態調査による推計〕   
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監利用者像】  

（．）一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見込まれ患者（65歳末満の脊）  
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… ①企業等への就労を希望する者  

一  ② 技術を習得し、在宅で就労・起業を希望する者  
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（具体的な利用者のイメーーージ）  

・養護学校を卒業したが、就労に必要な体力や準備が不足しているため、これらを身につけたい  

・就労していたが、休力や職場の適性などの理由で離職した。再度、訓練を受けて、適性に合った職場で働きたい  

・施設を退所し、就労したいが、必要な体力や職業能力等が不足しているため、これらを身につけたい  

Eサ叩ビス内容等】   

0・……・般就労等への移行に向けて．事業所内や企業における作美や実習、適性に合った職場探し、就職後の職囁定着支援を釆施   

0 適所によるサー・－ビスを原則としつつ、個別支援計画に基づき、職場訪問等施設外の1ト・ビスを組み合わせく最入180【ヨ）   

0 利用者毎に、標準期間（24か月）内で利用期間を設定   

し）‥－・般就労へ移行した後、継続して6か月以上職場定着している書が定員の2割以上の場合、報酬上評価（就労移行支援体制加温）  
（想定される移行先）  （

知
識
・
能
力
の
向
上
）
 
 
 

（サービス内容）  （織員配置）  

※ 通所によるサ¶ビスを提供、適所が困難な者に対し施設入所を付加。   

E報酬単価】 769単位（利用定員40人以下）※1単位1胴  2   



就労継続支援Å型  
E利用者像】  0磯  
瞳与5歳未満姐  

の向上を図ることにより、雇用契約に基づく就労が可能な  
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：①就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者  
②盲・ろう・養護学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった者  

■ ③企業等を離職した者等就労経験のある看で、現に雇用関係の状態にない者  
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（具体的な利用者のイメージ）  

・養護学校を卒業して就労を希望するが、一般就労するには必要な体力や職業能力が不足している  
・一般就労していたが、体力や能力などの理由で離職した。再度、就労の機会を通して、能力等を高めたい  
，施設を退所して就労を希望するが、一般就労するには必要な体力や職業能力が不足している  

【サ疇ビス内容等】  

に必重な知識鯛三重塩  により、原側雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般】  
定員の半数かつ9人夫茄の範囲で雇用契約によらない者の利用が眉  e胸係法規 に基づ  

0＿二定の割合で瞳害者以外の壱」担雇用が可能（報酬の剋鼻姓）‥⊇旦人以下利用式  

．9寺脚が可能  

墾塁害虹皇0人以下同幽鬼以上同3割  

の受給が可能  

（サービス内容）  

0．障富者雇用組且金制度に基づ  

（職員配置）   （
知
識
・
能
力
の
向
 
 

（想定される移行先）  

【報酬単価】 481単位（利用定員40人以下）※1単位10円  3   



就労継続支援B型  
【利用者像】   

′、  皇lヒj上▲．コロー㌧えー  

したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者などであって、就労の機会  
通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される者  
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①就労経験がある看であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者   
②就労移行支援事業を利用（暫定支給決定における利用を含む）した結果、本手菓の利用が適当と判断された者   
③①、②に該当しない看であって、50歳に達じている者、又は障害基礎年金1級受給者   
④①、②、③に該当しない看であって、地域に一般就労や就労継続支援A型事業所による雇用の囁が乏しいことや、就労移行支援事業者が少なく、  

一般就労へ移行することが困難と市町村が判断した地域における本手実の利用希望者（平成23年座乗までの経過措置）  
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（具体的な利用者のイメージ）  

・就労移行支援事業を利用したが、必要な体力や職業能力の不足等により、就労に結びつかなかった  
・一般就労していて、年齢や体力などの理由で離職したが、生産活動を続けたい  
・施設を退所するが、50歳に達しており就労は困難  

【サービス内容等】   0卿 や   

○ 工賃の支払い目積水準を設定する   

○ 目壕工賃、エ賃実績は都道府県が  

乱勤の機会を提供（雇用契約は結ばなし＼）するとともに、一般就労に向けた  
に、達成した 賃金慈が地域の最低賃金の1／3以上の場合は報酬上評価  

旨情報として幅広く公表＿  

（
知
識
・
能
力
の
向
上
）
 
 

（職員配置）  （サービス内容）  
（想定される移行先）  

【報酬単価】 481単位（利用定員40人以下）※1単位10円  ●4   
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職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援   

0 知的障害者、精神障害者の職場適応を容易にするため、牧場にジョブコーチを派遣し、きめ細かな人材支援を行う。地域障害者職業センタ℡  

においてジョブコーチを配置して支援を実施するとともに、就労支援ノウハウを有する社会福祉法人や事業主が自らジョブコーチを配置し、  

ジョブコーチ助成金を活用して支援を実施。  

◎支援内容  

◎標準的な支援の流れ  ◎ジョブコーチ配置数（20年3月現在）  

フォロー  

アップ  

センタはのジョブコ血チ304人  
号ジョブコーチ（福祉施設型）567人  
号ジョブコ皿チ（事業所型）31人  

計902人  
集中支援  移行支援  

1
｝
 

＼
－
 
 

支穣ノ押lウの伝授やトハローソン  

ぬ蕎成により、支援の主体  集中的に改善を図る  不適応課題を分析し   数週間′）数ヶ月  

に一度訪問  

／  

／  

◎支援実績（19年度、地域センタ閤）  
支援対象者数3，019人  

職場定着率（支援終了後6ケ月）83．9％  
（支援終了後6カ月：18年10月～19年9月までの支援修了者3．131人の実績）  

巻徐樹こ職場に移行  

遇1へ■2日訪問  週3～4日訪問  

支援期間1～7カ月（標準2～4カ月）（地域センターの場合）  
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職場適応援助者（ジョブコーチ）養成と研修  
（目的）   

職場適応援助者が障害者の♯場適応に関する援助を行う際に必要となる知鼓及び技術を付与すること。   

（種類）  

・第1号職場遵応援助者  

・第2号職場遵応援助者   

（対象）   

＜第1号職場適応援助者＞  

（1）第1号職場適応援助者助成金の支給対象法人に雇用され、第1号峨場適応援助者としての援助を担当することが予定されて   
おり、助成申請時点で障害者の就労支援に係る業務の経験が1年以上ある方。  

（2）支援対象者（障害者又は事業主）に対する相談等を実施しているが、厚生労働大臣が指定する民間機関の職場適応援助者   
養成研修を受講することが困難であるため職場適応援助者による援助を計画どおり開始することに支障が生じると職業リハ   

ビリテーション部長が認める場合における、次のいずれにも該当する方。  

イ地方自治体、地方自治体からの受託により職場適応援助者による援助を実施する法人又は障害者自立支援法（平成17年法   
律第123号）に基づく指定障害者福祉サービスに該当する就労移行支援の事業を行う法人に雇用されている方。  

ロ当該養成研修の受講後6カ月以内に職場適応援助者としての援助を担当することが予定されている方。  

ハ助成申請を行う時点で障害者の就労支援に係る業務の経験が1年以上ある方  

＜第2号職場適応援助者＞  
（1）第2号職場適応助成金の受給資格の認定を受けた事業主であること  

（2）第2号職場適応助成金の認定通知書を受け取る際に、独立行政法人高齢■障害者雇用支援機構で行なう第2号職場適応援助   

者養成研修の受講が可能であると確認されていること   

（研修実施機関）現在、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構以外には、以下の民間法人が指定を受けて  
実施。  

・特定非営利活動法人 ジョブコーチ・ネットワーク  

・特定非営利活動法人 大阪障害者雇用支援ネットワーク  

・特定非営利活動法人 くらしえん■しごとえん  

・特定非営利活動法人 全国就業支援ネットワーク  
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